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1. はじめに
日本学術会議は，「情報学の参照基準」を策定している．
情報学を，「情報によって世界に意味と秩序をもたらすとと
もに社会的価値を創造することを目的とし，情報の生成・
探索・表現・蓄積・管理・認識・分析・変換・伝達に関わ
る原理と技術を探求する学問である．」と定義し，文系と理
系にまたがる情報学を幅広く含んだ参照基準が作られてい
る [1][2][3]．
情報学の参照基準は，大学の学部教育における情報学の
教育課程の編成のためのものであるが，高等学校における
情報科の親学問としても位置付けされるものであり，高等
学校の教育課程からの連続性も十分に考慮されたものと
なっている．
高等学校における情報科も，情報の収集・分析から，発信
までを総合的に学習する教科である．決して，コンピュー
タの操作方法を教える教科ではない．中等教育における情
報教育は，「情報活用の実践力」，「情報の科学的な理解」，
「情報社会に参画する態度」の 3つの観点から構成されて
おり，その学習範囲はきわめて広い．高等学校において情
報科の教員として生徒を教えるためには，情報学全般につ
いての幅広い知識や技術が求められることになる．
しかしながら，現状は，必ずしも，情報学についての幅
広い知識や技術をもつ者が，情報科の教科担任となってい
るわけではない．
高等学校において，情報科が設置されたのは，13年前
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の，2003年度のことである [4]．その後，2013年度に学習
指導要領が改訂され [5]，さらに，いま，次期学習指導要領
の改訂が議論されているところである [6][7]．
情報科が設置された 13年前の時点では，それまで存在
しなかった教科であったため，免許を持つ教員が存在して
いなかった．さまざまな特例的措置が適用され，情報科の
教員に当てられた．
特例的措置の 1つは，2000年度から 3年間にわたって
実施された「新教科『情報』現職教員等講習会」である．
15日間の講習を行うことにより数学，理科，家庭，商業，
工業等の基礎免許を持つ現職教員に対して，情報科の高等
学校一種免許状（教育職員免許法第 16条の 2第 1項の規
定による普通免許）が授与された．この講習会で，全国で
14,269人の情報科教員が養成された．
ほかの特例的措置として，臨時免許状の授与と，免許外
教科担任の許可があり，情報科が設置されて 13年が経過
し，大学で情報科の教職課程を履修して免許を取得できる
ようになった現在も，なお，多用されている．
 臨時免許状
教育職員免許法第 5条第 6項の規定によるもので，普
通免許状を有する者を採用することができない場合に
限り，授与される．授与された都道府県においてのみ
3年間効力がある（同法第 9条第 3項）．ただし，相当
期間にわたり普通免許状を有する者を採用することが
できない場合に限り，有効期間を 6年とすることがで
きる（同法附則第 6項）．
 免許外教科担任
教育職員免許法附則第 2項の規定によるもので，ある
教科の教授を担任すべき教員を採用することができな
いと認めるときは，学校長等から都道府県の教育委員
会に申請することにより，1年以内の期間を限り，そ
の教科の免許状を有しない主幹教諭，指導教諭または
教諭が担任することを許可される．（同じ学校の教諭
等なので，他の教科の免許状は保有している．なお，
教頭や講師には許可されない．）
表 1 高等学校教員免許状授与等の件数（2013 年度）
情報 全教科
普通免許状 1,826 67,111
専修免許状 93 6,625
一種免許状 1,733 60,486
特別免許状 0 48
臨時免許状 376 2,792
免許外教科担任 1,360 4,122
公立学校採用数 34 4,991
表 1に，2013年度の全国の免許状等の新規授与件数を示
す．情報科の普通免許状の授与件数は全教科の 2.7%であ
る．高等学校における現在の教育課程では，情報科の授業
時間は全教科の 2～3%なので，全教科に対する割合を見る
限りでは情報科の普通免許状の授与と授業時間は概ね一致
しており，十分に情報科の教員が養成されているといえる．
しかしながら，公立学校教員採用数において，情報科は
全教科のわずか 0.68%にとどまる一方，臨時免許状の 13%，
免許外教科担任の 33%が情報科で占められるという状況で
ある．本来の趣旨から考えると，大学の教職課程において
教科専門科目や教科教育法を学び，普通免許状を取得した
教員が情報学についての幅広い知識や技術をもつ者であっ
て，情報科の教科担任に就くべきである．それにもかかわ
らず，情報科では，臨時免許状や免許外教科担任が，特例的
という枠を超えて多用されている状況である．さらに，他
の教科に比べて，情報科が突出して件数が多い状況である．
筆者らは，2015年に 47都道府県の臨時免許状の授与件
数，免許外教科担任の許可件数を公文書公開手続きを用い
て調査し，結果を報告した [8][9]．その調査結果は，毎日新
聞の記事（2015年 10月 29日朝刊），および，北海道新聞
の記事（2016年 6月 20日朝刊）でも紹介された．
現在，筆者らは引き続き，情報科の教科担任の現状を都
道府県および政令市の教育委員会への公文書公開手続きに
より調査している [10][11]．情報科の普通免許の保有者で
あっても，「情報」のみを担当している教員は少なく，半数
以上の教員が「情報」以外の教科を担当している状況であ
ることがわかってきている．
以下，2章では，情報科の教科担任の問題点について述
べる，また，3章では，現在進めている公文書公開手続き
に基づく調査の対象について述べ，4章では，公文書公開
手続きで得られた情報を紹介する．
2. 情報科の教科担任の問題点
高等学校における各教科の教科担任には，大学の教職課
程においてその教科専門科目や教科教育法を学び，普通免
許状を取得した者が就くべきである．
しかしながら，1章で述べたように，普通免許状を有す
る者を採用することができない場合の特例的措置として臨
時免許状と免許外教科担任の制度がある．
免許外教科担任は，教育職員免許法が制定された 1949
年 5月の附則に，当分の間，許可することができるとして
規定されたものであるが，70年近い期間が経過した現在も
なお，多用されている．
臨時免許状や免許外教科担任の制度が適正に運用されて
いないことについて，国もその状況を認識しており，継続
的に指導通達が出されている状況である．
2001年度には，会計検査院が「中学校における免許外教
科担任をみだりに行うことにより，教員の免許制度の目的
が形骸化し，ひいては教育の機会均等とその水準の維持向
上とを図ることを目的として都道府県に対し多額の国庫負
担金を交付している義務教育費国庫負担制度の趣旨を損な
うおそれがあると認められる」と指摘している [12]．それ
に対し，2002年 10月 25日に文部科学省が「免許外教科担
任にかかる事務の適正な処理について」という通知を出し
ている．
文部科学省による学校教育の情報化に関する懇談会でも
「高等学校の情報科についても，担当する教員の多くが，い
わゆる免許外教科担任である，大学の教職課程で情報学の
専門教育を受けていない，また，他の教科との兼任あるい
は非常勤講師である，との指摘がある」との判断を示して
いる [13]．また，文部科学省による高等学校における遠隔
教育の在り方に関する検討会議 [14]の配布資料の基礎デー
タ集で教員免許制度についての説明がされており，「免許
外教科担任許可件数は，情報，工業，公民など一部の教科
に偏りがある．」と指摘している．国会でも，臨時免許状と
免許外教科担任の問題点が指摘されている [15]．
情報科の教員採用が少なく，臨時免許状や免許外教科担
任が多用されていることについては，教育行政の研究者も
指摘している [16][17]．
3. 公文書公開手続きによる情報収集
公文書公開手続きについては文献 [18][19]，2015年に筆
者らが行った臨時免許状と免許外教科担任の調査について
は文献 [8][9]で詳しく報告したので，参照されたい．
引き続き，筆者らは，情報科の普通免許の保有者が「情
報」のみを担当しているのか，「情報」の他の教科も担当し
ているかなどを含めて情報収集を試みることとした．
2015年 7月の高等学校各教科等担当指導主事連絡協議
会が開催されるに当たり，文部科学省初等中等教育局教育
課程課は，各都道府県と政令市の教育委員会に宛てて
( 1 ) 高等学校「情報」の教員採用状況について
( 2 ) 共通教科「情報」の教科担任について
( 3 ) 情報教育（情報活用能力の育成）等に関する研修の実
施状況について
に所定の様式（Excelのデータ）で，回答するように求め
ている．
表 2 共通教科「情報」の担任の状況（都道府県）
共通教科「情報」の担当教員数【本務者】
共通教科
「情報」のみ担任 「情報」以外も担任
「情報」の 対象
「情報」の免許の種類 免許外 「情報」の免許の種類 免許外
担当教員数 学校数
普通 特別 臨時 教科 普通 特別 臨時 教科
【兼務者】
免許 免許 免許 担任 免許 免許 免許 担任
1 北海道 289 37 37 0 0 0 252 134 0 0 118 23 237
2 青森県 59 21 16 1 2 2 38 22 0 9 7 18 50
3 岩手県 99 4 2 0 2 0 95 47 0 13 35 15 74
4 宮城県 101 16 13 0 1 2 85 43 0 2 40 37 76
5 秋田県 75 21 12 0 8 1 54 42 0 5 7 2 58
6 山形県 45 3 3 42 39 3 8 28
7 福島県 120 27 9 0 18 0 93 50 0 43 0 3 96
8 茨城県 114 7 5 0 1 1 107 43 0 14 50 32 79
9 栃木県 132 5 4 0 1 0 127 20 0 107 0 23 52
10 群馬県 130 3 3 0 0 0 127 111 0 3 13 14 63
11 埼玉県 231 210 210 0 0 0 21 21 0 0 0 3 131
12 千葉県 327 22 22 0 0 0 305 305 0 0 0 49 124
13 東京都 163 163 163 0 0 0 0 0 0 0 0 233
14神奈川県 316 66 66 0 0 0 250 203 0 0 47 44 137
15 新潟県 126 0 0 0 0 0 126 58 0 3 65 48 95
16 富山県 83 3 3 0 0 80 37 0 2 41 2 44
17 石川県 105 5 1 0 4 0 100 25 0 16 59 0 45
18 福井県 40 2 1 0 1 0 38 26 0 11 1 11 40
19 山梨県 50 1 1 49 27 22 11 30
20 長野県 213 11 9 0 0 2 202 60 0 0 142 26 102
21 岐阜県 149 7 5 0 0 2 142 56 0 5 81 36 48
22 静岡県 126 11 11 0 0 0 115 66 0 0 49 41 108
23 愛知県 435 58 57 0 0 1 377 151 1 1 224 156 176
24 三重県 82 33 30 0 0 3 49 40 0 0 9 10 66
25 滋賀県 174 4 4 0 0 0 170 76 0 5 89 12 42
26 京都府 57 10 10 0 0 0 47 47 0 0 0 47 43
27 大阪府 266 140 140 0 0 0 126 116 0 0 10 74 142
28 兵庫県 294 75 74 0 0 1 219 105 0 0 114 98 116
29 奈良県 67 13 10 0 2 1 54 35 0 9 10 9 33
30和歌山県 86 7 7 0 0 0 79 30 0 11 38 11 46
31 鳥取県 16 4 4 12 11 1 3 19
32 島根県 53 2 2 0 0 0 51 39 0 0 12 4 38
33 岡山県 76 10 8 0 1 1 66 43 0 3 20 29 42
34 広島県 84 8 7 0 1 0 76 50 0 0 26 1 99
35 山口県 49 0 49 49 7 38
36 徳島県 61 0 0 0 0 0 61 46 0 1 14 0 31
37 香川県 43 6 6 0 0 0 37 36 0 1 0 9 30
38 愛媛県 90 0 90 88 2 1 51
39 高知県 56 0 0 0 0 0 56 14 0 12 30 6 50
40 福岡県 123 13 13 0 0 0 110 93 0 4 13 29 87
41 佐賀県 45 9 9 36 30 6 0 22
42 長崎県 61 6 4 0 2 0 55 32 0 6 17 10 51
43 熊本県 48 19 17 0 2 0 29 20 0 5 4 11 45
44 大分県 42 18 17 0 1 0 24 4 0 4 16 1 35
45 宮崎県 47 4 3 0 0 1 43 17 0 17 9 3 23
46鹿児島県 92 2 1 0 1 0 90 48 0 35 7 21 48
47 沖縄県 48 43 39 4 5 1 4 9 45
表 3 共通教科「情報」の担任の状況（政令市）
共通教科「情報」の担当教員数【本務者】
共通教科
「情報」のみ担任 「情報」以外も担任
「情報」の 対象
「情報」の免許の種類 免許外 「情報」の免許の種類 免許外
担当教員数 学校数
普通 特別 臨時 教科 普通 特別 臨時 教科
【兼務者】
免許 免許 免許 担任 免許 免許 免許 担任
48 札幌市 9 7 7 2 2 2 7
49 仙台市 3 1 1 2 2 1 3
50さいたま市 4 4 4 0 0 0 0 0 4
51 千葉市 7 0 0 0 0 0 7 4 0 0 3 3 2
52 川崎市 12 4 3 0 0 1 8 3 0 0 5 5 6
53 横浜市 28 25 25 3 1 2 1 9
54 相模原市 0 0 0
55 新潟市 7 0 7 4 3 1 3
56 静岡市 3 0 3 3 1 3
57 浜松市 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
58 名古屋市 12 9 9 0 0 0 3 3 0 0 0 3 15
59 京都市 28 6 6 22 22 4 11
60 大阪市 27 4 4 23 11 12 9 20
61 堺市 2 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 1
62 神戸市 23 4 4 19 19 4 7
63 岡山市 1 0 1 1 1 1
64 広島市 4 0 4 4 0 4
65 北九州市 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1
66 福岡市 5 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0 7 3
67 熊本市 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 2
表 4 共通教科「情報」の担任の状況（47 都道府県および 19 政令市の合計）
共通教科「情報」の担当教員数【本務者】
共通教科
「情報」のみ担任 「情報」以外も担任
「情報」の 対象
「情報」の免許の種類 免許外 「情報」の免許の種類 免許外
担当教員数 学校数
普通 特別 臨時 教科 普通 特別 臨時 教科
【兼務者】
免許 免許 免許 担任 免許 免許 免許 担任
都道府県
5588 1129 1058 1 48 22 4459 2656 1 347 1455 1007 3368
(100) (18.9) (0.0) (0.9) (0.4) (47.5) (0.0) (6.2) (26.0)
政令市
178 66 64 0 1 1 112 87 0 3 22 43 103
(100) (36.0) (0.0) (0.6) (0.6) (48.9) (0.0) (1.7) (12.4)
合計
5766 1195 1122 1 49 23 4571 2743 1 350 1477 1050 3471
(100) (19.5) (0.0) (0.8) (0.4) (47.6) (0.0) (6.1) (25.6)
そこで，筆者らは，
 平成 27年 6月 2日付文部科学省初等中等教育局教育
課程課「平成 27年度高等学校各教科等担当指導主事連
絡協議会〔各学科に共通する教科等〕に係る協議題及
び持参資料の連絡について」の依頼に基づき共通教科
「情報」に関する現状調査の回答を決裁した文書一式
を公開請求した．なお，相模原市は，市立の高等学校がな
いために請求しないこととしたが，それ以外の，47都道府
県と 19政令市の教育委員会にはすべて公開請求した．
すべての都道府県と政令市から，公文書の公開を受ける
ことができた．山形県，福島県，群馬県，富山県，愛知県，
大阪府，和歌山県，島根県，徳島県，熊本県，宮崎県，北
九州市の 12府県市からは Excelのデータの提供を受けた．
4. 公文書公開手続きで得られた情報
3章で述べた公文書公開で得られた情報のうち，共通教
科「情報」の教科担任について紹介する．なお，国・私立
の学校，通信制課程の学校及び特別支援学校は調査の対象
外となっている．
表 2，表 3は，それぞれ都道府県，政令市における共通
教科「情報」の担任の状況である．また，図 1は，都道府
県ごとの「情報」のみを担任している教員の割合を示して
いる．「情報」のみを担任している教員が半数以上なのは，
埼玉県，東京都，大阪府，沖縄県，札幌市，さいたま市，
横浜市，浜松市，名古屋市の 9都府県市である．「情報」以
外の教科も担任している教員しかいない県市もあり，合計
表 5 共通教科「情報」の教員の年齢（都道府県）
共通教科「情報」の
担当教員数【本務者】
対象
年齢（歳）
学校数
～34
35 45
55～
～44 ～54
1 北海道 289 47 94 106 42 237
2 青森県 43 9 12 15 7 50
3 岩手県 99 29 25 36 9 74
4 宮城県 99 18 34 37 10 76
5 秋田県 75 10 35 23 7 58
6 山形県 45 4 9 21 11 28
7 福島県 120 18 30 58 14 96
8 茨城県 114 29 30 39 16 79
9 栃木県 132 44 40 34 14 52
10 群馬県 130 38 38 39 15 63
11 埼玉県 231 87 47 61 36 131
12 千葉県 327 52 17 147 111 124
13 東京都 163 32 47 57 27 233
14神奈川県 316 98 32 82 104 137
15 新潟県 126 20 29 62 15 95
16 富山県 83 21 15 40 7 44
17 石川県 105 29 15 41 20 45
18 福井県 40 7 12 13 8 40
19 山梨県 50 8 11 26 5 30
20 長野県 213 41 44 75 53 102
21 岐阜県 149 49 27 51 22 48
22 静岡県 126 25 43 35 23 108
23 愛知県 435 132 76 103 124 176
24 三重県 82 22 20 28 12 66
25 滋賀県 174 37 25 67 45 42
26 京都府 57 7 6 23 21 43
27 大阪府 266 135 52 33 46 142
28 兵庫県 294 92 74 81 47 116
29 奈良県 67 21 6 21 19 33
30和歌山県 74 20 23 16 15 46
31 鳥取県 16 1 9 6 19
32 島根県 53 5 10 30 8 38
33 岡山県 76 21 18 30 7 42
34 広島県 84 13 18 32 21 99
35 山口県 49 7 8 26 8 38
36 徳島県 61 19 12 22 8 31
37 香川県 43 12 7 16 8 30
38 愛媛県 90 10 25 44 11 51
39 高知県 56 10 19 23 4 50
40 福岡県 123 28 22 45 28 87
41 佐賀県 45 13 16 10 6 22
42 長崎県 61 11 12 28 10 51
43 熊本県 48 18 13 12 5 45
44 大分県 42 11 15 13 3 35
45 宮崎県 47 17 20 8 2 23
46鹿児島県 92 24 42 25 1 48
47 沖縄県 48 20 19 6 3 45
表 6 共通教科「情報」の教員の年齢（政令市）
共通教科「情報」の
担当教員数【本務者】
対象
年齢（歳）
学校数
～34
35 45
55～
～44 ～54
48 札幌市 9 3 3 3 7
49 仙台市 3 2 1 3
50さいたま市 4 1 0 1 2 4
51 千葉市 7 3 2 2 0 2
52 川崎市 12 4 4 2 2 6
53 横浜市 28 6 4 13 5 9
54 相模原市 0 0
55 新潟市 7 2 4 1 3
56 静岡市 3 1 1 1 3
57 浜松市 1 1 0 0 0 1
58 名古屋市 12 3 4 3 2 15
59 京都市 28 2 4 17 5 11
60 大阪市 27 5 10 10 2 20
61 堺市 2 2 1
62 神戸市 23 2 3 11 7 7
63 岡山市 1 1
64 広島市 4 2 2 4
65 北九州市 1 0 0 1 0 1
66 福岡市 5 2 1 2 0 3
67 熊本市 1 0 1 0 0 2
表 7 共通教科「情報」の教員の年齢（47都道府県および 19政令市
の合計）
共通教科「情報」の
担当教員数【本務者】
対象
年齢（歳）
学校数
～34
35 45
55～
～44 ～54
都道府県
5558 1421 1253 1846 1038 3368
(100) (25.6) (22.5) (33.2) (18.7)
政令市
178 29 41 74 33 103
(100) (16.3) (23.0) (41.6) (18.5)
合計
5736 1450 1294 1920 1071 3471
(100) (25.3) (22.6) (33.5) (18.7)
（表 4）を見ると，「情報」のみを担任している教員は全体
の 20%程度という状況である．
情報科の普通免許の保有者であっても半数以上の教員が
他の教科を担当している状況であることがわかる．
文部科学省生涯学習政策局情報教育課は，2016年 3月
3日に「高等学校情報科担当教員への高等学校教諭免許状
「情報」保有者の配置の促進について（依頼）」の通達 [20]を
出している．その通達で示されている調査結果概要として
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図 1 「情報」のみを担任している教員の割合
共通教科情報科担当教員 5,732人（専任の教職員のみ）
うち
情報科の免許状を有しており
情報科のみを担当している者 1,170人（20.4%）
情報科以外の教科も担当している者 2,982人（52.0%）
免許外教科担任 1,580人（27.6%）
と記載されている．表 4は，同様の割合となっている．
さらに，「情報」の教員の年齢についても調査がされて
いる．表 5，表 6は，それぞれ都道府県，政令市における
共通教科「情報」の教員の年齢の分布である．また，図 2
は，都道府県ごとの 34歳以下の教員の割合を示している．
大阪府，宮崎県，沖縄県，千葉市，浜松市では，34歳以下
の教員が多い．
合計（表 7）を見ると，45歳から 54歳までの教員が最
も多い状況である．
5. おわりに
4章で述べたとおり，情報科の普通免許の保有者であっ
ても半数以上の教員が他の教科を担当している状況であ
ることがわかる．高等学校の情報科が必履修ではあるもの
の，2単位（1年で教える場合に週 2コマ）しかないため，
生徒数の少ない高等学校に情報科専任の教員を配置しにく
いことが，おもな背景であると考えられる．また，大学入
試において情報科が試験内容として問われていないことも
背景であると考えられる．
まさに，いま，高等学校情報科については，次期学習指
導要領の改訂が議論されているところである．2015年に
開催された中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部
会教育課程企画特別部会で，高等学校情報科は，情報の科
学的な理解に重点を置き，「情報の科学」の後継となる 1科
目を必履修科目として置いた上で，より進んだ内容の選択
科目についても検討することが提案された [6]．情報の科
学的な理解に重点を置いた必履修科目と，その発展の選択
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図 2 34 歳以下の教員の割合
科目の具体的な案は，同年 10月に中央教育審議会初等中
等教育分科会教育課程部会に設置された情報ワーキンググ
ループで議論されている．2016年 1月時点での，各科目の
内容は，次のとおりである [7]．
 情報 I（必履修科目）
(1) 情報社会の問題解決
(2) コミュニケーションと情報デザイン
(3) コンピュータとプログラミング
(4) モデル化とシミュレーションの考え方
(5) 情報通信ネットワークとデータの利用
 情報 II（選択科目）
(1) 情報社会の進展と情報技術
(2) コミュニケーションと情報コンテンツ
(3) 情報とデータサイエンス
(4) 情報システムとプログラミング
(5) 課題研究
さらに，高大接続システム改革に関する検討会議におい
て，大学入学希望者学力評価テスト（大学入試センター試
験の後継），および，高等学校基礎学力テスト（基礎的な学
習の達成度を把握するとともに，一部の難易度の高くない
大学の入学試験などにも活用を検討）の両方において，次
期学習指導要領に切り替わった段階から，情報科を試験内
容に含めることが検討され，具体的な問題例も示されてい
る [21]．
情報の入試を新たに始める大学も出てきつつある．2013
年に明治大学，2015年に駒沢大学，そして 2016年，慶應
義塾大学が情報の一般入試を始めた．AO入試で情報に優
れた能力をもつ学生を求める大学も増えている．情報は，
大学において学士力を身につけるための土台となるもので
あり，大学入学時点での情報の素養を問うことは大切だか
らである [22][23]．
以上のように，高等学校において情報科が必履修科目と
選択科目の合わせて 4単位が開講され，大学の入学試験で
情報科の内容が含められるようになると，高等学校におけ
る情報科の重要度が増し，情報科の教員配置の問題も改善
されていくことが期待される．
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